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し、Payne and Frow (2005)によると、学界においては「より幅広い戦略を焦点とした CRM
研究が欠落」(Reinart, Krafft, and Hoyer 2004)しており、さらに「CRMにおける戦略的
フレームワークの欠如が、多くの失敗を招いている一因」（Grabner-Kraeuter and 
Moedritscher 2002）であるという指摘がなされている。事実として、「要因」と「手順」
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し、Payne and Frow (2005)によると、学界においては「より幅広い戦略を焦点とした CRM
研究が欠落」(Reinart, Krafft, and Hoyer 2004)しており、さらに「CRMにおける戦略的
フレームワークの欠如が、多くの失敗を招いている一因」（Grabner-Kraeuter and 
Moedritscher 2002）であるという指摘がなされている。事実として、「要因」と「手順」






















































































第 1 章 
 9 
第1章   「CRM 戦略における失敗要因」の研究レビュー 
 
 最初に、過去研究において指摘されている失敗要因をレビューする。 
 これらを直接的に指摘した論文は数が少ないものの、その指摘領域は CRM におけるあ
らゆる側面にわたっている。 
 
第1節  失敗要因の抽出 
 
 本稿では結果として 11 本の研究論文から、合計 82 の指摘要因を確認した。当節では、
それらを大きく５つの領域に分けて論述していく。すなわち、（１）戦略開発領域に関する











にある（Payne & Frow 2005）。 








図 2  CRM 定義の連続体   
 





( 1 ) 要因‐1. 戦略目的 
 
 定義の曖昧さが、「目的の曖昧さ」(Ebner et al. 2002)や「不明確なゴール」(Foss et al. 
2008)を生み出すことは自然の成り行きであると言える。Kale(2004)は、「CRM をテクノ
ロジー主導と捉える」ことが、そもそもの戦略目的を曖昧にしていると指摘する。また



























既存顧客に集中しても企業成長の達成は困難とする説もある（Verhoef and Langerak 
2002）。この議論の根底にも、Payne and Frow (2005)が指摘する CRM定義の幅広さがあ
ると思われる。 
 実践の視点から、三谷 (1999a)・Verhoef and Langerak(2002) ・Musalem and 
Joshi(2009)は、「既存の優良顧客へのマーケティング投資の偏重が、将来的な収益基盤の
縮小に繋がる危険性」を指摘している。収益性が高い顧客であるほど、競合他社との当該
顧客の獲得競争は激しくなる(Musalem and Joshi 2009)ため、いかに顧客維持に努力しよ
うとも、離反顧客は必ず現れることになる(Verhoef and Langerak 2002)。また仮に当該顧
客を維持できたとしても、同一顧客における生涯価値の下降によって、地滑り的に収益基




















2001, Verhoef and Langerak 2002）。これは目的とする企業価値を設定し、獲得すべき顧
客セグメントが見えた時点で、あらゆる CRMツールを駆使して顧客をつけまわす（Rigby 
et al. 2002） 企業の多さを示している。 
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第2項 オペレーション& IT マネジメント領域に関する指摘 
 
 CRM は本来、IT を活用した顧客対応に深く関わるものであるため、その失敗要因につ
いてもオペレーションと ITに対する指摘は豊富であり、殆どの過去研究がこの領域を網羅
している。この領域において指摘される失敗要因は、（１）顧客情報の統合 （２）顧客接
点の統合 （３）業務プロセスの効率化 の３つに要約することができる。 
 































































































招くという認識は、2002年以降の論文に多く見られる。Verhoef and Langerak (2002)は、
「組織的側面を考慮しない CRM 導入は、せいぜいオペレーションのコストを下げ、マー
ケティングオペレーションの効率を向上させる程度の効果しかもたらさないだろう」と指
摘している。また Rigby et al.(2002)は、「CRMが成功するのは、業務評価・賃金体系・研
修制度などの側面を、顧客ニーズに沿うように再構築してからである」とし、組織変革の
必要性を強調している。 
 これらの論文における指摘は、大きく（１）従業員の参画 （２）組織能力 （３）組
織構造 の３つの要因に集約することができる。 
 


























( 2 ) 要因‐7. 組織能力 
 
 CRMに対する従業員の参画意識は高くても、従業員の訓練なしには、CRMの適切な運














らの顧客情報の入力が要求される。Ebner et al. (2002) は、「CRMシステムを使用する従
業員のトレーニング不足が、貧弱な成果の問題原因として考えられる」と述べている。ま









































チングコスト （３）コスト優位 の３つの要因に集約することができる。 
 











 三谷(1999a)は、CRM における競合とは顧客 LTV を奪い合う競争であり、この競争に
















( 2 ) 要因‐10. スイッチングコスト 
 

































( 3 ) 要因‐11. コスト優位 
 
 CRM の普及による競合激化によって、顧客情報の収集・処理・対応コストは、これま


































 これらの論文における当領域での指摘は、大きく（１）業績評価（２）関係性評価  の
２つの要因に集約することができる。 
 















 Davids (1999)は、多くの企業が成果評価を行わないことを失敗要因として挙げ、IT を





























 顧客満足度以外の具体的な指標を示しているのが、根来・桑山(2001)と Coyles and 
Gokey(2002)によるロイヤルティ要因の研究である。根来・桑山(2001)は、顧客との関係
性ポジションを、（１）パートナー （２）囚人 （３）選択者 （４）囚人型パートナー
（５）選択的パートナー （６）選択的囚人 （７）選択的囚人型パートナーの分類によ












第2節  失敗要因の変遷 
 






























（要因） 戦略目的 顧客志向（ビジョン） 顧客情報の統合 顧客接点の統合 業務ﾌﾟﾛｾｽの効率化 従業員の参画 組織能力 組織構造 顧客情報の占有 スイッチングコスト コスト優位 業績評価 関係性評価






























































































































































10 Foss, Stone and
Ekinci(2008)
























“How Much Should You Invest








成果評価戦略開発 オペレーション&ITマネジメント 組織（チェンジ）マネジメント 競合マネジメント
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ける組織（チェンジ）マネジメントの重要性は、1993年にDon Peppers and Martha Rogers 
が「One to One Future」を記してから指摘されているものの、当領域における失敗が CRM
全体の失敗に繋がるという指摘は、2002年以降の論文から見られる特徴である。 









































 Payne and Frow (2005)は、「CRMにおける戦略的フレームワークの欠如が、多くの失





 Payne and Frow (2005)は、戦略視点からの要因と手順を提示したフレームワークは、
彼らの研究以前には殆ど存在しないと主張している。しかしながら本稿では、再度過去研
究を探索し、Peppers, Rogers, and Dorf (1999)による研究、Gulati and Oldroyd (2005)
による研究、Payne and Frow(2005)による研究、さらに Payne and Frow(2006)による研









第1節  オペレーション& IT マネジメントを焦点としたフレームワーク  










 これら４つのステップは、（１）顧客の特定 （２）顧客の差別化 （３）顧客とのコミ
ュニケーション （４）製品やサービスのカスタマイゼーションである。 
 




































! 要因‐３ . 顧客とコミュニケーションを図る  
 












































合性 （３）構造としての操作性 に従って、詳細な検証を行う。 
 
( 1 ) 要因の網羅性 
  











































































第2節  組織（チェンジ）マネジメントを焦点としたフレームワーク  













 組織変革における４つの段階とは、（１）情報共有の連携(Communal Coordination) 
（２）連続的な連携（Serial Coordination） （３）相互協力の連携（Symbiotic Coordination） 



























出所 Gulati and Oldroyd (2005), p.97に筆者加筆 
 
































































合性 （３）構造としての操作性 に従って詳細な検証を行う。 
 
( 1 ) 要因の網羅性 
  
 以下は、第 1章で示した、「5つの領域」における「13の要因」に照らし合わせて、 
「失敗を避けるフレームワークとしての実践性」を検証する。 
 




























( 2 ) 手順としての統合性 
 







( 3 ) 構造としての操作性 
 42 
 














第3節  実践性を追求した戦略的フレームワーク（１）  























図 5  Payne and Frow(2005) によるフレームワーク  
 




 Payne and Frow (2005)は、前述の５つのプロセスをフレームワークの骨格となる領域
とし、さらに各プロセスにおける要因と実行項目を明示している。 
 









(Payne and Frow 2005, p.170)と指摘している。 
 









使用できるツールとして、Porter (1980)による「伝統的な業界分析」、Brandenburger and 
Nalebuff (1997)による「共創関係分析」や、Achrol (1997)による「ネットワーク環境分析」、
さらに Christensen and Overdorf (2000)による「破壊的技術の影響分析」を紹介している。 
 





















! 要因‐3. 顧客価値  
 





































! 要因‐6. チャネルの選択 
 



















集め、それらの顧客情報を統合する組織能力次第である」(Payne and Frow 2005, p.172)
と述べている。 
 
( 4 ) 情報管理プロセス 
 



















































ロ視点の指標と KPIを検証する「業績評価」 の２つである。 
   






! 要因‐14. パフォーマンスモニタリング  
 




























合性 （３）構造としての操作性 に従って詳細な検証を行う。 
 
( 1 ) 要因の網羅性 
  

































! オペレーション& IT マネジメント領域における陥穽  
 
「業務プロセスの効率化要因における IT 側面の過度な強調」 
 Payne and Frowはこの論文の中で、「CRMの失敗の主な理由は CRMをテクノロジー
導入として見ていることに起因している（Kale2004）」ことを、認識している。しかしそ





































け落ちている。この欠如は、当論文が掲載された Journal of Marketingの CRM特集内で、
Boulding et al. (2005)によって、「Payne and Frowの『５つの要因』もまた、競合視点を
明確には反映していない」(Boulding et al. 2005, p.161)と、即時指摘されている。 
 
( 2 ) 手順としての統合性 
 








( 3 ) 構造としての操作性 
 



















第4節  実践性を追求した戦略的フレームワーク（２）  













図 6   Payne and Frow(2006)によるフレームワーク  
 
















( 1 ) CRM 導入準備の検証 
 
図 7  主要な CRM プロセスに関する事前検証モデル  
 
出所 Payne and Frow (2006), p.151 
 58 
 CRM導入準備の検証は、CRM導入の進捗準備における全体的な位置づけを、経営者が






( 2 ) CRM チェンジマネジメント 
 









 この領域において Payne and Frowは、「戦略的な組織変革としてのチェンジマネジメン
ト」と、「現場でのよりオペレーショナルな従業員参画」とを、密接に関連するものの、別
領域に区分して捉えている。 
 当領域については、（１）CRM の上層部からの支持の確立 （２）CRM ビジョンの創
造 （３）組織内でのさらなるクロスファンクショナルな業務の促進を提示している。 
 
! 要因‐1. CRM に対する上層部からの支持確立  
 















! 要因‐3. 組織横断的な業務の更なる促進 
 





( 3 ) CRM プロジェクトマネジメント 
 





















 当フレームワークは、Payne and Frow 自身が 2005年に示したフレームワークを、さ
らにその実践性において進化させようという意欲的な取組みの結果である。 
 以下、本稿が追求する実践性の要件である、（１）要因の網羅性 （２）手順としての統
合性 （３）構造としての操作性 に従って詳細な検証を行う。 
 
( 1 ) 要因の網羅性 
  
 以下は、第 1章で示した、「5つの領域」における「13の要因」に照らし合わせて、 
「失敗を避けるフレームワークとしての実践性」を検証する。 























な欠如については、Bohlding et al.(2005) によって具体的な指摘を受けているにも関わら
ず、解決への試みがなされていない。 
 


















and Frow 2006, p.152）としているが、フレームワーク構造においては、これらの領域間
には矢印すら存在しない。「CRMが全社横断的な様々な要因が密接に関連したアプローチ」


























第1節  既存フレームワークの陥穽 
 
 ここまで、過去研究における計 4点のフレームワークを取り上げ、本稿が求める実践性




































行ってきた。この視点において各フレームワークを検証した結果、Payne and Frow (2006)
を除いた３つのフレームワークが、その要件を満たしていた。特に Payne and Frow (2005)
 65 
は、実践性を追求した実行項目を示し、双方向の矢印によって、各領域・要因間の相互関










 その結果、Peppers, Rogers and Dorf (1999)と Gulati and Oldroyd (2005)のフレームワ
ークは、構造がシンプルで分かりやすく、また共に普遍的な要因によって構成されている





















第1項 オペレーション& IT マネジメントへの焦点 
 
 Peppers, Rogers, and Dorf (1999)のフレームワークは、前述の通りオペレーション& IT
マネジメント領域に、主な焦点が当たっていた。この研究が発表されたのは、1999年であ
る。同年代において同焦点を持った失敗要因研究としては、Davids (1999)・Coyles and 
Gokey (2002)・Verhoef and Langerak (2002)が挙げられる。これらの研究においても、戦
略開発領域と並行して、オペレーション& ITマネジメント領域に大きな関心が払われてお
り、焦点とするテーマに相関が見られる。 
 これは 2000年前後に CRMが、ITシステムを援用したオペレーション施策として急速
に台頭したことを反映している。多くの導入事例が生まれる中で、オペレーション領域に






 Gulati and Oldroyd (2005)のフレームワークは、前述の通り組織（チェンジ）マネジメ
ント領域に、主な焦点が当たっていた。この研究は 2005 年に発表されており、同年代に





った過程を示している。Gulati and Oldroyd (2005)のフレームワークは、このような流れ
 67 
を受けて企業調査を行い、フレームワークとして整備したものと見ることができる。 
 さらにこの潮流を捉えて、実践性を追求する視点から構築されたのが、Payne and Frow 
(2006)によるフレームワークであるといえよう。前述の通り、その実践性には陥穽が見ら







新たに競合マネジメント領域を焦点とし始めている。Payne and Frow (2006)によるフレ
ームワークが発表された以降、Foss et al. (2008)およびMusalem and Joshi (2009)の論文
が発表されている。その特徴は、競合視点に対する明らかな言及にある。その指摘はいま
だ限定的ではあるものの、今後の新たな指摘領域として拡大する可能性がある。   
 そもそも CRM研究において競争視点が欠如していることは、以前から指摘されてきた。
前述の三谷(1999a, 1999b)と根来・桑山(2001)による論戦のほか、Boulding et al.(2005)
は、2005年に Journal of Marketingの CRM特集において、「これまでの CRMに関する











第4章   より実践的なフレームワークの提示 
 













































! 要因‐1. 戦略目的 
 
 戦略目的において部署限定の視点に留めるか、全社的な視点を持つかによって、CRMは
単なる ITツールにもなりえるし、戦略的手段にもなりえる(Bohling et al. 2006)。当要因
において達成すべき実行項目は、（１）目的とする企業価値設定 （２）獲得すべき顧客セ




















































































  組織（チェンジ）マネジメントは、CRM において様々にその重要性が指摘されてき
た。同時に実践においても多くの企業が「CRM において最も困難なことは、チェンジマ

















































































































 成果評価領域を構成するのは、「業績評価」と「関係性評価」の 2つの要因である。 
 77 
 
























 最後に、本稿の貢献と課題を記述する。まず CRM 実践における本稿の貢献を整理し、
さらに CRM研究における貢献と、今後の研究課題を述べる。 
 
第1節  CRM 実践における貢献 
 
  本稿では、これまで焦点が当てられてこなかった CRM における失敗要因研究のレビ
ューを行い、指摘される要因を「５つの領域」「13の要素」として分類・整理を行った（第























第2項 CRM と競合視点の統合 
 





 今後市場の成熟化がますます進み、さらに CRM の導入企業も増えることを考えると、
CRM における競合視点の統合は、早晩不可欠なものとなるだろう。本稿では過去の失敗
要因研究を俯瞰することにより、CRMにおける競合マネジメントの位置づけを洗い出し、
フレームワークへの統合を試み、Boulding et al.(2005)の問いにひとつの答えを提示した。 
 
 
第3項 CRM における戦略視点の提供 
 




































































& Frow( 2005)による戦略的フレームワークの提示前後から、Roberts et al.(2005)・
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